
障害者雇用促進法の改正の概要  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 働く障害者、働くことを希望する障害者を支援するた

め、障害者の就業機会拡大を目的とした各種施策を推進す

るべく、障害者雇用促進法が改正されました（平成 17 年

法律第 81 号）。 
 以下、法律改正の概要について、説明いたします。 
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精神障害者に対する雇用対策の強化 

○ 精神障害者（精神障害者保健福祉手帳所持者）を

雇用率の算定対象にします（法定雇用率は現行

（1.8％）通り）。 

 

  ○ 自宅等で就業する障害者を支援するため、企業が

仕事を発注することを奨励します（発注元企業に特

例調整金等（障害者雇用納付金制度）を支給）。 
  
○ 企業が在宅就業支援団体を介して在宅就業障害

者に仕事を発注する場合にも、特例調整金等を支給

します。 

障害者福祉施策との有機的な連携 

○ 障害福祉施設体系の改革とあいまって、障害者雇

用促進施策と障害者福祉施策の有機的な連携を図

ります。 

在宅就業障害者に対する支援 

 
 ※ 以上のほか、特例子会社に係る調整金・報奨金の支給先の範

囲拡大その他所要の改正を行います。 
 
 
 
 【施行期日】 平成１８年４月１日（ただし、一部については平成１７年１０月１日） 
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精神障害者に対する雇用対策の強化 
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○ 精神障害者（精神障害者保健福祉手帳所持者）を各企業の

雇用率（実雇用率）に算定することとします。 
 
○ なお、法定雇用率（1.8％）は現行通りとします。 
 

※「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」に
より、障害者の適正な把握・確認に努めてください。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

【現行制度】 

各企業の雇用率算定 
（実雇用率） 

雇用する身体障害者・知的障害者の数 

雇用する常用労働者の数 

【改正後】 

※短時間労働（20 時間以上 30 時間未満）の精神障害者につ
いても 0.5 人分とカウントし、実雇用率に算定。 

雇用する常用労働者の数 

雇用する身体障害者・知的障害者の数 
＋ 雇用する精神障害者の数 （※） 

＝ 

各企業の雇用率算定 
（実雇用率） ＝ 

 

 （参考１）法定雇用率の算定式 
 

身体障害者・知的障害者である常用労働者の数 
＋ 失業している身体障害者・知的障害者の数  法定雇用率 

（1.8％） ＝ 
常用労働者数 ＋ 失業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
【常用労働者 1,000 人の企業の場合】 

（参考２）改正後の雇用率適用（例） 

× ＝

※法定雇用率は現行（1.8％）のまま。 

算定対象 

 

 

○身体障害者  
○知的障害者  
○精神障害者 
 (今回改正により追加)

  

1,000人 

 
 

 
1.8％ 

 
(法定雇用率)

 18 人 
 

(雇用義務 
障害者数)



在宅就業障害者に対する支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

○ 在宅就業障害者（自宅等において就業する障害者）に仕事を

発注する企業に対して、障害者雇用納付金制度において、特例

調整金・特例報奨金を支給します。（①の発注のケース） 
 
○ 企業が在宅就業支援団体（在宅就業障害者に対する支援を行

う団体として厚生労働大臣に申請し、登録を受けた法人）を介

して在宅就業障害者に仕事を発注する場合にも、特例調整金・

特例報奨金を支給します。（②の発注のケース） 
 

※ 特例調整金等の支給事務は、障害者雇用納付金、障害者雇用調整金

等と同様、高齢・障害者雇用支援機構において取り扱います。 
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在宅就業障害者 企業 

支援 
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② 
仕事の提供・ 
対価の支払い 

 
登録要件 

 
○在宅就業障害者に対して、就業機会の確保・

提供のほか、職業講習、就職支援等の援助を
行っている法人であること 

 
○常時 10 人以上の在宅就業障害者に対して継

続的に支援を行うこと 
 
○障害者の在宅就業に関して知識及び経験を

有する３人以上の者を置くこと（うち１人は
専任の管理者とすること） 

 
○在宅就業支援を行うために必要な施設及び

設備を有すること 
 

※ 初回の登録には登録免許税の納付が必要です。 

厚
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：在宅就業障害者特例調

整金等の算定対象 



 
 

◎発注奨励策の対象となる在宅就業の実例
 ～ＩＴ関連業務（ホームページ作成）の場合～ 

 
(ⅰ) 在宅就業支援団体は、企業から受注したホームページ作成の業務を、

請負契約（在宅就業契約）に基づき、在宅就業障害者に提供します。
 
 
 

(ⅱ) 在宅就業障害者は、在宅就業支援団体から相談等の援助を受けながら、
ホームページ作成の業務を行い、在宅就業支援団体に対して作成したホ
ームページを納品します。 

在宅就業支援団体は、納品されたホームページの内容を確認し、必要
な修正等を行った後、発注元企業に対して完成したホームページを納品
します。 

 
 
 
 
 
 
 (ⅲ) 在宅就業支援団体は、発注元企業から受けた支払額から、在宅就業障

害者に業務の対価（仕事の報酬）を支払います。 
 
 (ⅳ) 在宅就業支援団体は、発注元企業に対して、在宅就業障害者に支払っ

た業務の対価等を記した証明書を交付します。  
 
 

(ⅴ) （ⅳ）の証明書を基に、在宅就業障害者が受け取った業務の対価の金
額に応じて、事業主に特例調整金・特例報奨金の支給が行われます。 

 
 
 
 
 
 

 ＃ 上記のほか、在宅就業支援団体は、在宅就業障害者に対して職業講習、
就職援助等の支援を行います。 

 
 

在宅就業障害者 企業 
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(ⅰ) 仕事の発注 

(ⅱ) 納品 

(ⅲ) 業務の対価 
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(ⅴ) 

(ⅲ) 支払額

(ⅳ) 証明書交付

＃  支援 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 企業から受けたホームページ作成等のＩＴ関連の業務の提

供のほか、物品の製造・サービスの提供等の業務が対象とな

ります。 
 
○ 授産施設等の福祉施設や作業所についても、在宅就業支援

の業務を継続的に行う等の要件を満たし在宅就業支援団体と

して登録された場合には、発注奨励策の対象となります。 

 

 
 
 

◎特例調整金・特例報奨金の金額について

 
 
 
 
 
 

○ 事業主に支給される特例調整金・特例報奨金の金額につい

ては、障害者雇用調整金等との均衡を踏まえて設定していま

す。 
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障害者雇用調整金 

法定雇用障害者数を超えて 
障害者を一人雇用する 

 
障害者雇用調整金の額は１月当

たり 27,000 円なので、 
 

年間 32.4 万円を支給 

特例調整金※

 
例えば 420 万円の発注を行う 
（雇用１人分に相当する発注額） 

 
 

年間 25.2 万円を支給 
 

（年間発注総額が 105 万円以上の場合に

支給が行われます。） 

 
 ※ 法定雇用率未達成企業（常用労働者 301 人以上）については、特例調整金

の額に応じて障害者雇用納付金が減額されます。 
 
※ 特例調整金・特例報奨金については、発注元企業が自ら雇用している身

体・知的・精神障害者である労働者数に応じた支給限度額が設定されます。



障害者福祉施策との有機的な連携 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 障害保健福祉の分野では、授産施設等の福祉施設や作業所
を機能別に再編成することにより、福祉的就労から一般雇用
への移行を促進する改革を行うこととしています。 

 
○ 障害者雇用の分野においても、障害保健福祉施策と連携を

図りながら就職支援等の支援を行うことにより、一般雇用へ
の移行を促進するための施策を講じることとしています。 

 
 
 
 
 
 

地域障害者就労支援事業の創設（平成 17 年度より実施） 
 ハローワークが福祉施設等と連携して、就職を希望する個々の障害者に応

じた支援計画に基づき、一貫して就職支援を行うモデル事業を実施。 
（平成 17 年度：全国 10 ヶ所）

 
 
 
 

ジョブコーチ助成金制度の創設（平成 17 年 10 月施行） 
 福祉施設がノウハウを活かしてより効果的な職場適応援助を行うため

に、現行制度を見直し、新たにジョブコーチ助成金制度を創設。 
 
 
 
 
 
 
 

障害者就業・生活支援センター事業の拡充 
 就業面・生活面からの一体的な支援（就業・生活両面にわたる相談・助言、

職業準備訓練・職場実習のあっせん、関係機関との連絡調整）を行う障害者

就業・生活支援センターを増設。  
（平成 16 年度：80 センター → 平成 17 年度：90 センター）
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社会福祉法人等を活用した多様な委託訓練の実施 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 障害者の一般就労への移行支援に取り組んでいる社会福祉法人等に委託

して、就職の促進を図る。 

（参考）障害保健福祉分野における施設体系・事業体系の見直し 

【現行制度】 【改正後】 
就労を希望する障害者に対し、有期

限のプログラムに基づき、就労に必要
な知識及び能力の向上のために必要
な訓練等を行う事業。 

通常の事業所に雇用されることが
困難な者に対し、就労の機会を提供す
るとともに、知識及び能力の向上のた
めに必要な訓練等を行う事業。 

授産施設・ 
作業所等 

就労移行支援事業 （
段
階
的
に
移
行
）

就労継続支援事業 

 
・
・
・


